
第四回地方独立行政法人鳥取県産業技術センター評価委員会議事録 
 
 

※回答状況の（ ）内は回答者 
※今回の評価委員会で回答できていないものについてはゴシック太字で標記 

 
会議の名称：第四回地方独立行政法人鳥取県産業技術センター評価委員会 
開催の日時：平成 19年 6月 4日 午後 1時 30分～4時 30分 
開催の場所：県民文化会館 第 3会議室 
出席者氏名：別紙出席者名簿のとおり 
会議の概要：以下のとおり 
 
 
１．前回議事録に対する意見 

委 員 中期計画（案）への主な意見 回答状況 

中村委員 

岡村次長の発言に「業界ニーズはあるが

センターで対応できない部分がある」と

あるが、どういったものなのか教えてい

ただきたい 

たとえば和紙、絣の業界が新しい商品を

開発したいというときに、現在のセンタ

ー組織では対応できない。行政として必

要があれば、産業技術センターに委託等

を考えなければならない、という意味。

ニーズというのは、今まで産業技術セン

ターの守備範囲としてとらえていた範

囲以外で行政が対応しなければならな

い部分のこと（岡村次長） 
 
２．前回委員会での意見に対する回答 

委 員 中期計画（案）への主な意見 回答状況 

谷口委員 

「産業支援センター」への名称変更を意

見として持っていたが、みなさんがそれ

でいいというのであれば特に悪いと言

うことではない。それのほうが敷居が低

いというか気軽に活用できると思って

いたものである 

 

千葉委員長 
名前は変えないにしても、谷口委員の発

言の趣旨は重要なので運営のなかで考

慮いただきたい。 

 

 
３．中期計画（案）について 

「基本的な考え方」について 

委 員 中期計画（案）への主な意見 回答状況 

谷口委員 

各種技術支援や研究開発などを行うこ

ととなっているが、限られた予算と人員

で、企業等から要望があったときに、研

究テーマや技術相談などどのようなプ

ライオリティで取り組んでいくのか。Ｆ

／Ｓ調査等をしてから取り組むのか。 

シーズ研究や実用化研究については、毎

年、研究評価委員会を開催し、研究の実

施、継続、廃止等について検討を行う。 
 県内の生産額の順にプライオリティ

をという考え方もあるが、県内のニーズ

によって差別することはやりたくない。 
 行政の意見も聞きながら検討する。 
 機器整備についても声の大きな者の

意見を優先することがないようにする 
（稲永理事長） 



中期目標に掲げられているので計画に

盛り込んでいる。（稲永理事長） 
液晶をやるのはよいが、研究開発は鳥取

から諏訪に行ってしまった。業界の動き

は速いが、実態をどのように把握してい

くのか。すでに需要がなくなったものを

する必要はないのではないか。 

液晶事業は液晶そのものではなく、周辺

の部材産業を巻き込んだものであり、県

内にも需要はある。（岡村次長） 
 

技術支援について 

委 員 中期計画（案）への主な意見 回答状況 

中村委員 

数値目標が過大に感じる。東京都や岩手

県と比べても、件数の数え方が違うとし

か思えない。この４年間で数値目標に対

する基準作りをしてはどうか。基準作り

をする中で、目標が下がっても理由があ

ればよいのではないか 

千葉委員長 

実績をカウントする上での基準は必要。

やっていくうちに解釈がかわったので、

数字もかわったのであれば、その理由が

妥当であれば良いのではないか。変わっ

た場合に変わった理由が説明できるこ

とが大切であり、１年たってカウントの

基準を変えることは問題ないと考える。 

副井委員 

数値目標を盛り込まれたことは意義が

あることである。実績のカウントについ

ては、カウントの基準があればよいと考

える。どうカウントするかは評価のとき

に説明できればよいのではないか。 

谷口委員 

数値目標に掲げる件数が大切なのはわ

かるが、カウントの仕方が重要。企業を

支援し、どのような経済効果があったか

も重要なカウントの視点である。実績の

カウントの基準は必要であるが、カウン

トの背景には経済効果があるべきであ

る。目標よりも実績は少ないが大きな経

済効果を生んでいる場合もある。 

千葉委員長 

客観的かつ事実的な物がわかれば次年

度の計画で変えて、数値目標が達成しな

くても別な意味で十分効果があること

もあるので、そのような形で評価するこ

ともできるので、今回の計画案に示す数

値目標を是とする。他県の例（岩手、東

京）をみても、最低限の数値目標をあげ

ている。他県の例をまねする必要はない

が、一つの前提として考えては、評価に

ついては来年行うこととする。 

 質についても大事な考え方だと思っ

ている。ある企業から機器利用で助かっ

ている、と話された。もし企業に入れた

らどのくらいのコストなのか、これも経

済効果の一部だと考えることもできる。

次期中期計画には取り入れてみたい。た

だ、質をどのようにとらえるかが難し

い。年度計画でフォローはできると思

う。 
 
 
 ４年間の中期目標期間に中期計画を

コロコロ変えない方がいい。法人の経営

をするにあたって、ものすごく障害にな

るもの以外は変えないようにしたい。今

日の議事録でこの数字はこうゆうふう

に理解する、評価にあたっては配慮す

る、とあればよい。年度計画もあるので、

そちらでフォローアップできればよい

と考える。 
（稲永理事長） 

副井委員 

研究開発の割合が 26％となっているが、
法人化して企業支援を行うことによっ

てこの割合が減ってきたりすることは

ないか 

研究員が自らを磨くことによって企業

支援ができる、このことが重要だと考え

る。企業よりも優れたものがないと支援

はできない。現在の割合を減らさないよ

う、研究員の自己研鑽ができるように務

めていきたい（稲永理事長） 



研究開発 

委 員 中期計画（案）への主な意見 回答状況 

中村委員 

中期計画期間中に 10 件以上の事業化と
なっているが、12件にならないか。丸め
た数字で 10件出せるのであれば、12件
（３研究所×１件×４年）にならない

か。 

10件は丸めた数字ではなく、過去の５年
実績（技術移転件数、製品化件数）の平

均値を若干上回る数字によるものであ

る。すべての数値目標は過去の実績を吟

味して算出したものである。 
（稲永理事長） 

中村委員 

 ドリルの１，５倍、２倍の数値目標に

ついては、技術的に意味がある数値なの

か。商品としてブレイクスルーする目標

なのか。研究のマイルストーンであっ

て、やってみて１．５倍が達成されたが

製品化はまだ先であるというような、曖

昧な目標であれば取り下げたほうがよ

い。１．５倍が達成できれば、ブレイク

スルーできるのか。 

 ドリル寿命の１．５倍というのは、現

在使っているものの１．５倍ということ

で、達成できるものと考えている。 
 目標は達成できると考える。製品化も

可能だと考える。金型の２倍についても

達成可能である。 
（柏木所長） 

項目はいろいろあるが、最終的には工具

寿命が１．５倍と考えている 
（柏木所長） 

谷口委員 

金型にしてもドリルにしても、どういう

材料を使うのか、加工の相手はどういう

材料なのか、によって変わってくる。何

が１．５倍なのか？ 曖昧な回答ではだめである。現段階では

取り下げて後で、目標の内容を説明す

る。（稲永理事長） 

千葉委員長 

数値目標については、バックデータがは

っきりしていて説明できる。効果がはっ

きり説明できるのであれば、あったほう

がいい 

 

谷口委員 

これだけでは客観的な評価はできない。

都合よくやろうと思えばいくらでもで

きる。工具寿命についてもいい仕事がで

きるのとはちがう。周辺の設定環境がわ

からなければ判断できない 

現段階では、きちんとした回答ができな

いので取り下げさせていただきたい。次

回にどのような条件で想定したものか

説明させていただく 

（稲永理事長） 
 
起業化を目指す事業者等への支援 

委 員 中期計画（案）への主な意見 回答状況 

千葉委員長 

強力にバックアップするとあるが、どう

いう意味か。具体的には研究施設を貸す

とか技術支援によって起業化に努める。

具体的に起業化支援室のインフラ整備

を行うのはわかるが、バックアップとい

うのは、評価しようとしたときに、これ

をしましたですむかどうか。実績を出す

ときに表現に気をつけていただきたい 

 我々として検討いただきたいのは、独

法化したので県の行政財産使用料では

なく、本当に事業化を目指す人に対する

適切な単価を考えていただきたい。入居

率を考えるのか、インキュベーションと

しての真のサポートシステムを考える

のかご検討いただきたい。 
（岡村次長） 

 

 自己収入を増やすという話と絡む問題

であり、下げるとどうなるのか、上げる

とどうなるのかということについて、税

金で買った施設で、税金で維持している

施設であり、もっと別な考え方をしない

と、かつてプレハブで 12 企業入居して
おり、ニーズがあるので 20 部屋にした



ということだが、普通の企業だとそんな

ことはしない。しかし、すでに整備され

て財産移譲されているので、入居率を高

めるといっても問題、単価についても何

か適正か、結局トータルとしては自己収

入に響いてくる、一方で交付金は１％下

げるが自己収入があるから大丈夫だろ

うというのは疑問がある。が、今後検討

していきたい。 

（稲永理事長） 

谷口委員 

第三者を支援するということとなって

いるが、組織の中から毎年１つずつニュ

ービジネスを誕生させ、産業が空洞化し

た鳥取に植え付けるくらいの目標をも

っていただいたほうがいいのではと思

う。４年間で一人でもいいので、自分が

主役になる人がでてきてほしい、と考え

る。 

そういう方がでてくればありがたいと

思う。そういう人が出てきたときには

「杭は打たない」、環境を整えたい。た

だ、これは強要すべきことではない。起

業化を目指すことと産業技術センター

が組織として起業化をめざすことは違

うと考える。 
（稲永理事長） 

 
実践的産業人材の戦略的育成 

委 員 中期計画（案）への主な意見 回答状況 

相当無理した数字ではないか、160 人も
基盤的人材を育成するというのは大変

だと思う 

液晶ディスプレイ、組込システム、次世

代ものづくり、戦略的新商品開発支援事

業で各年 10名、４年間で 40名というこ
ととしている。（門脇参事） 中村委員 

初年度は集まるが、小さな県で４年間継

続して集めることができるのか 
例えば、次世代ものづくりは毎年内容を

変更することとしている（門脇参事） 
たとえば、新しい機器が導入されれば、

オペレーションだけでなく、考え方や背

景、業界の流れなどの内容について教授

し、中核的な人材として育成していく 
（門脇参事） 

千葉委員長 

育成するというのは具体的にどういう

ことか 

講習会を開いて毎年 10 名を受け入れる
ということ（稲永理事長） 
鳥取大学、米子高専などとは違う機械を

所有するということは当然だと考えて

いる。お互いにどういう機器を所有して

いるのかについては情報交換して企業

の方にお示しできるようにしたい。 
（稲永理事長） 

 秤量については、果たしてセンターで

すべき業務か疑問。民間にそのような業

務があるのでは民業圧迫になるのでは

ないか（稲永理事長） 

谷口委員 

 県や大学、センターを含めて県内で同

じ機械を二つもつ必要はない。信頼性試

験器などのなければ困るけど常時所有

する必要のない機器などは、センターが

コーディネイトして余計な機器を買わ

ないですむようにしてほしい。 
 いろんな秤量機については、毎年キャ

リブレーションしないといけないが、こ

れに結構な経費がかかる。センターでサ

イドビジネスとして秤量機のキャリブ

レーションをしてもらえないだろうか。

県内の脆弱な企業を支援する手法の一

つになると思うのでご検討願いたい 

 全国の公設試験機関でもＪＣＳＳの

秤量をきちんと業務しているのは数県

ある。これについても議論がいろいろあ

り、公設の業務としてやっているところ

もあれば、件数が少ないために取りやめ

たところもある。要望でありますので、



件数も想定して検討させていただきた

い。項目についてはかなり要望は聞いて

いるが、スタッフ、機材、人材養成、コ

ストとの兼ね合いを含めて検討させて

いただきたい。（西本所長） 
 
知的財産の戦略的取得と活用 

委 員 中期計画（案）への主な意見 回答状況 

知財について数値目標がほしいと思っ

ているが、内部で議論はされたか 
実績が非常に少なく、この４年間で１件

以上取得できる自信がないのであげな

かった（稲永理事長） 
40 名の研究者がいれば何件か出せる物
だとおもう。特許についてなれていな

い、大変なことだと思っているのでは。

新しいものをやったら特許につながる

ものだ、というくらいに考えられるので

は。自分が研究所にいたときは、研究者

の数の半分程度を出願するのは無茶な

数字ではなかった。 

数値目標は掲げたかったが、実績が伴っ

ていないところに無理して数値目標を

掲げるのは大変である。もちろん積極的

にやるが・・・。開発能力と外部資金を

取りに行く能力とは近い物があるが、セ

ンターは科研費の指定も受けていない 
（稲永理事長） 

数字がなくとも努力はする。そうしない

とセンターの能力強化につながらない 
（稲永理事長） 

産業技術センターで特許出願が増えて

いる。いままでの同じような数値目標で

過去よりちょっと伸ばすということで

数値をだすことは可能だとおもう。だ

た、その数値を意図的にださないという

ことはまだ、勝負ができないという意図

だとおもう。（保有６件、出願中 20件） 
（岡村次長） 

中村委員 
知財条例が制定された全国初の県で、数

値目標がないのはさびしい 

できるならば目標をかかげたらどうだ

ろう。次回に数字を出す方向で提案した

い（稲永理事長） 
 
県内産業の「ブランド力向上」に向けた支援機能の強化 

委 員 中期計画（案）への主な意見 回答状況 

千葉委員長 

ブランド向上について、センターとして

支援を行うとなっているが、主体的にう

ごくのか、提案があればうごくのか 

他産業分野と連携することは大事であ

ると認識は高まっている。鳥取県として

どういうことをするのかはこれから検

討したい。商工会議所、農業総合研究院

とも連携している。（稲永理事長） 
 
広報活動の充実 

委 員 中期計画（案）への主な意見 回答状況 

千葉委員長 

広報活動で 50 回のプレス発表を行うと
なっているが、これは 50 回プレスリリ
ースしておしまいなのか、予算をつけて

新聞広告するのか、確実に掲載されるよ

うなプレスリリースをするのか 

まずは、発信するということ。掲載して

もらうように努力はする。お金を払って

広告を打つということはない 
（稲永理事長） 

 



職員の資質向上と人材育成 

委 員 中期計画（案）への主な意見 回答状況 

いい人がいれば、すぐに確保する方法に

ついては考えている。（稲永理事長） 
職員の資質向上と人材育成のなかに、全

国公募等により優秀な人材の確保に努

めるとあるが、理事長のリーダーシップ

の部分と公募制度を併用してはいいの

ではないか。公募は時間がかかり、その

間によそに取られてしまうことがある。 

選考採用を否定するわけではないが、人

的つながりによるものは排除したい。県

内企業ニーズにあわせて、博士、技術士

を持つような人材を採用したいと考え

ている。人こそすべてである。 
（稲永理事長） 

副井委員 

学会誌などにも広告を出す予定はある

のか？ 
学会誌等はあまり効率がよくない。サイ

エンスポスタルなどを活用したい。学会

に若手研究者のネットワークがあるの

で、そういうところを活用したい。 
（稲永理事長） 

 
独自の業績評価システムの確立 

委 員 中期計画（案）への主な意見 回答状況 

 

 独自の評価システムは、現在県の職員の

人事評価と同じコトが行われている。そ

れでは研究者の評価として不十分であ

るので、技術支援業務、研究開発業務が

きちんと評価できるものにしたい。 
（稲永理事長） 

 

 評価でけなすのではなく、インセンティ

ブを与えるという視点。組合としっかり

協議して合意に基づいて実施したい 
（稲永理事長） 

 
新事業創出に向けた「産学金官連携」の強化 

委 員 中期計画（案）への主な意見 回答状況 

千葉委員長 
産学金官連携については、センターが独

自に体制構築するのか、事務局を努める

のか 

企業が製品化、事業化を進めるにあたり

センターが技術的面から支援するとい

うこと（稲永理事長） 
 
財務内容の改善に関する事項 

委 員 中期計画（案）への主な意見 回答状況 

１％削減について、大学、独立行政法人

ともリストラ法によるものである。本当

に必要とされる組織は残っていくと考

えられている。国も引き続き見直しをし

ている。ただ、商工労働部長から伺って

いるのはリストラではない、無駄を省く

という意味で１％削減と聞いている。 
（稲永理事長） 

中村委員 

経費の削減の１％については、分母につ

いてよく考えていただきたい。１％の削

減については未来永劫とはいわない。大

学でも方針がぐらついている。４年間だ

けは県民の要請と考えて、１％削減につ

いてがんばっていただきたい。 
 外部資金についての８件については、

８件が妥当かどうかわからないが、第三

者が評価しないともらえないお金は、金

額の多寡にかかわらず、努力したお金と

いうのは意味があることである。 
 

ずっと１％削減とは考えていない。財政

課と知事協議のときにも話をしたが省

ける部分で１％努力してもらおうとい

うこと。その結果で４年間のカットで実



績が出てくるので、それをベースに交付

金を設計しようと考えている。一方で使

用料手数料の収入は自由に使ってもい

いという制度設計になっているが、これ

もマンパワーがあることなので、落ち着

くところに落ち着くと考えている。 
（岡村次長） 

 
 
次回評価委員会について 

持ち回り開

催の提案 

修正部分は、「工具寿命」「金型耐久性」に係る数値の削除と特許に関する目標数値

の表記の２ヶ所と理解しているが、わざわざ次回開催しなくても、持ち回りでよい

か。 

結 論 
持ち回りで了解を得る。 
「工具寿命」「金型耐久性」に係る数値を算出した根拠については、持ち回り時に

説明する。 
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